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この報告書は平成12年度の研究活動報告書である。まさに20世紀から21世紀にかけての農林工学
系の活動状況を示したものといえる。研究活動の状況は研究成果として示した学術論文、諸報告や国
内外における研究発表論文から判るとおり、多岐に豆っている。これらの大部分は博士課程農学研究
科の再編整犠に連動して教育@研究に巾をもたらした締結とも考えられる。農学研究科の再編整備は
博士課程の部馬化に発展し、 20∞年4月から生命環境科学研究科の発足として実り、農林工学系の関
係する教員は密際地縁技術開発科学、生産環境科学、生物機能科学の3専攻において、その教育の任
に当ることになった。また、大学院修士課程バイオシステム研究科や環境科学研究科においての教育
研究にも大部分の教員が関与し、その実を挙げている。これらの大学院博士課程生命環境科学研究科
への大きな転換は、農林工学系の研究のあり方にも刺激を与えた。
天白前学系長の在任時に検討していた農林工学系将来計障委員会での論議を本年度は学系名称変更
委員会および学系活性化委員会に分離し、国立大学法人化への準髄と対応を図った。学系名称委員会
は学系名を英文の表現を未定としたものの「生物環境資源工学系Jと改称して、平成15年度概算要
求とするととになった。これを機会に外部評価を平成14年度に受けるととも決定した。学系活性化
委員会では国立大学の法人化に対志して、主として教員の業績評価をいかにするかの考え方を整理し
た。呉体的な検討は平成13年度に引き続き検討することにした。
このように学系は大学院の教育・研究に密接に関係し、学類教育に対する調整をi鶏りながら研究機
能を高めていく必要がある。本学系の大部分の教官が関与している生物資源、学類については生物学類
と同時に文部省視学宮による評価も実擁され、生物学類との連携強化を指摘された以外おおむね良好
という高い評揺がえられた。
農林工学系の研究内容の展開とその広がりは生物資源学類及び大学院博士課程生命環境科学研究科、
同修士課程バイオシステム研究科及び環境科学研究科の教育研究を通じて顕在化した。芸評ち、国際化
に対応する研究体制は中国との拠点大学交流方式(北京大学バイオシステム分野)によるiヰ際共同研
究、協定校との共同研究の活性化、なかでも米包州立ハワイ大学、チュニス国カルタゴ大学、タイE母
のキングモンクットトンブリ大学との共同研究やセミナーの実施によって益々強化されつつある。こ
のような背景を受けて、学系将来計画委員会を平成13年3月に再発足した。これは名称変更する農林
工学系の看板を意識した将来の発展すべき方向性を見定めるために、自然環境、生産基盤、生産プロ
セスの3研究分野の再検討を機軸に国立大学法人化の対処として教員業績の評価方法の確立ならびに
研究水準の向上の方策についても検討を開始することにした。
本学系の構成員の国際的な活動も活発化し、国際農業工学会2000年記念大会を本学で2000年12月
初旬に開催し、延べ1200入の参加をえた。
また、 WTOより迫られている国際的に通用する技術者 (P.E.:Prof巴ssionalEngineer)の養成に
ついては本学系の教員が関係している学協会の努力により、 2つの分野要件 (2000年には分野別基準
としていた)、すなわち農業工学関連分野、森林及び森林関連分野が日本技術者教育機構(通称
JABEE: Japan Accreditation Board for Engineering Education)より認められた。これはJABEE
より認定された大学(又は大学院)のプログラム修了生は自動的に修習技術土として文科省に登録さ
れる制度である。大学にとっては教育プログラムの質を維持のために教育改革をする必要に迫られる
が、これは学生の教育水準の向上に資するもので、教育を受ける学生にとっても質の高い教育が受け
られる利点がある。
教育の原点に「教えることはできないが、導くことができる(ガリレオ)Jがある。大学の本質は
次世代を担う学生の教育を通じて基礎研究を展開することになる。折しも重点領域300専攻選定構想、
やCOE選定など平成13年度は国立大学の教育・研究水準の向上を図るための外圧がかかってくると
考えられるが、農林工学系の構成員諸氏は各々の研究分野に対し、 「忘しを高く持ち、情熱をそそげ
ば何事も成功するj を信じて事に当って欲しいと思う。
農林工学系長
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